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第2回「傷病者の搬送及び受「、れの実施基準等に関する析モ寸会作業部会」での主な意見（1）  

について  

・今まで診療科目別に分類されていた医療資源を、症状の緊急度・重症度で再分類していく、という  
考え方になる。こうした搬送先医療機関の区分は、救急においてふさわしいのではないかょ 

・医療機関選定基準について、地域ごとの受け皿となる病院や医師からも積極的に意見を求めるこ   
とが必要ではないか。  

L 病院選定についてのガイドライン策定については、明らかに救命救急センターに搬送するべき傷   
病者や専門治療が必要な傷病者を見逃さないよう留意しなければならない。  

■ 搬送先医療機関のリスト作成について、詳細な分類を作成することは、理解しやすい部分もある  
が、短時間で行う救急活動の中で活用することを考えると、複雑なものよりも、ある程度シンプルな  
ものに集約していかなければ運用が難しいのではないか。   

救急隊がどのように観察を行い、どのような根拠で病院を選定したのか、医療機関と相互の認識  
理解が必要。「共通言語」としての基準の策定が重要である。   

救急隊が基準に基づき重症度1緊急度が高いものを搬送した後に、医療機関内でもトリアージを  
実施することで、医療が緊急的に必要な者に対する迅速な対応につながっていくのではないか。  

ガイドラインは、救急隊への教卦患者やその関係者に対する説明などに利用できるメリットがある  

が、県外搬送や複数の既往がある高齢者の搬送など、整理が難しいものについては、かえって現  
在の搬送体制を混乱させるのではないかという危慎もある。  
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第2回「傷病者の搬送及び芳1、れの実施基準等に関する材司会作業部会」での主な意見（2）  

○ メディカルコントロールとの関係等について   

⊥ 地域におけるメディカルコントロールは、病院前救護の観点から日ごろの検証などを通じて育成さ   
れてきた文化であり、病院選定基準についてもメディカルコントロールに関する活動における財産を  
引き継ぐべきである。  

・既存のメディカルコントロール協議会では、病院前を主体とする立場からの分析評価を行っている   
が、医療機関側の視点に立った分析についても織り込んでいくべきではないか。   

・メディカルコントロールを十分理解している医療機関と、理解しているとはいえない医療機関も存在   
することから、地域において十分な議論が必要である。   

○ 都道府県間の調整について  
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○ その他   

一 基準を作るにあたっては、現在行っている患者や家族の希望をとるといったこともくみ取れるもの   
が必要ではないか。   

・いわゆる「救急カレンダー」を公表することによって、他の実施基準の整備が十分ではない地域か   
らの救急搬送が予測され、体制が整備されている地域にとってマイナスとなる可能性がある 。  

実施基準の運用にあたっては、地域の住民の協力が必要不可欠でありヾ住民に強く理解を求める  
ことも重要である。  

・搬送困難事例が発生した場合に、なぜ発生したのかを検証できる体制の構築が必要である。  2   




